


































































































































































































































































































































































































































































redundancy and reasonable redeployment under theFairWorkAct’ University of
QueenslandLawJournalVol.31,Issue1,2012,p113は、「真の剰員による解雇」条項にお
ける「合理的な再配置テスト」が労働者のために機能していないことを指摘した上で、
フェア・ワーク法は、文言が変更されただけで、結局は「真の経営上の理由による解雇」
の立場と変わっておらず、法の目的が果たされていないと批判している。
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理解雇の理由、被解雇予定者数、解雇の実施時期等を通知する義務、さら
には当該労働組合等との事前の協議義務を課している（531条）30。そし
て、使用者会社が労働組合と協議する際には、解雇を回避する方法、被解
雇者数を減らす方法、解雇の影響を軽減する方法について協議しなければ
ならず、これが協議事項としても法定されている。このうち解雇の影響を
軽減する方策としては、たとえば、再就職あっせん相談サービスの提供や
再就職活動を支援するための休暇制度の導入なども含まれると考えられて
いる。このように労働者の雇用保障に関しては、使用者会社における雇用
の維持だけではなく、他の方策も含めて広く模索することが認められてい
る。
　以上のように、フェア・ワーク法は「真の剰員による解雇」条項に加え
て、使用者による労働組合等との事前の協議義務も法定することで剰員整
理解雇の手続手順が適正に行われる仕組みを確保しており、それが労働者
保護にも配慮した剰員整理解雇の実現にも寄与しているものと思われる。
４　任意管理手続における剰員整理解雇とフェア・ワーク法との関係
　それでは、任意管理手続とフェア・ワーク法の関係についてはどのよう
に捉えるべきか。果たして、任意管理手続中に行われた剰員整理解雇にも、
フェア・ワーク法の定めは適用されるのであろうか。
(1)　任意管理手続開始に伴う労働契約への影響
　まず、管理人を任命したことによる任意管理手続が、倒産会社の労働者
の労働契約にいかなる影響を及ぼすか確認する。
　任意管理手続に関しては、倒産会社等によって選任された管理人は会社
の代理人（agent）として行動する旨が会社法において明確に定められて
いる。これを踏まえれば、任意管理手続開始後も、労働者との関係におい
30　イギリスにも同様の規定があり、1992年労働組合・労働関係（統合）法（TradeUnion
andLabourRelations（Consolidation）Act）は、使用者に対して、20人以上の剰員整理解
雇を行うに当たって労働者代表との適切な協議義務を課している（上江洲・前掲注５現代
民事手続法の課題463頁）。
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て使用者性を有するのは、当該任意管理手続の対象たる倒産会社であって
管理人ではないことが明らかである。
　したがって、任意管理手続の開始は従前の労働契約関係には何ら影響を
及ぼさず、任意管理手続開始前から存在する労働契約は、管理人の任命後
も存続することになる。
(2)　任意管理手続における不公正解雇ルールと「真の剰員による解雇」
条項の取扱い
　このように任意管理手続開始後も引き続き労働契約は存続し、その使用
者は倒産会社ということになるが、それは管理人が労働者を解雇できない
ことを意味するものではない。管理人は、手続開始により倒産会社の財産
の管理処分権・業務遂行権を行使することができるようになるため、取締
役等の役員の権限と同等のものを行使することが認められるようになる。
したがって、管理人が、業務の遂行にあたり必要と判断する場合には、当
然、労働者の解雇も可能となる。ただし、会社法にはフェア・ワーク法の
解雇規制ルールの適用を除外する旨の定めが置かれていないことから、結
局のところ、任意管理手続の管理人が倒産会社にとって必要と判断して
行った剰員整理解雇であっても、フェア・ワーク法上の不公正解雇ルール
の下に服することになると解されている。
　その一方で、興味深いことにフェア・ワーク法自体が不公正解雇ルール
の適用除外の定めとして「真の剰員による解雇」条項を置いており、そも
そも任意管理手続中の剰員整理解雇というのは再建を目指して事業の見直
しを行うことで発生する解雇であることから、この条項の下で、解雇の必
要性が問題視される可能性は大きくはないと思われる。その意味で、フェ
ア・ワーク法の不公正解雇ルールは、ワーク・チョイス法の下で定められ
ていた「真の経営上の理由による解雇」条項と同様、使用者の負担軽減の
ための規制解除機能は失っていない。ただし、併せて使用者に当該会社ま
たは関連会社への合理的な再配置の検討義務や労働組合等との事前協議義
務も法定することで、労働者の雇用保障の期待にも応える条項となってい
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る。
　このように、オーストラリアの「真の剰員による解雇」条項は、再建型
倒産手続における解雇に対しても、日本の整理解雇法理の考慮要素②解雇
回避努力の履践を使用者に課すことで労働者の雇用保障にも一定程度配慮
し、さらにイギリスと同様④手続の妥当性を重視して労働組合等との事前
協議義務を課し、さらに②をその協議事項の中にも取り込むことで、手続
の適正さを担保する仕組みが採用されている。
５　おわりに
　本稿では、オーストラリアの制度を手掛かりに、再建型企業倒産手続に
おける労働者の解雇と労働法の規律の関係性について検討を進めてきた。
　その結果、オーストラリアの再建型倒産手続である任意管理手続におい
ては、手続開始前に締結された労働契約は手続開始による影響を受けず、
管理人が労働者を解雇した場合には剰員整理解雇にあたり、フェア・ワー
ク法の定める不公正解雇ルールの適用対象となること、その一方で、「真
の剰員による解雇」条項の定める要件に該当すれば不公正解雇ルールの適
用が除外されること、さらには、当該条項には日本の判例法理たる整理解
雇法理の４つの考慮要素のうち「②解雇回避努力の履践」や「④手続の妥
当性」に相当するルールが明文化されていることなどが明らかとなった。
　このことから、オーストラリアにおいては再建型倒産手続中の倒産会社
も含めて使用者の負担軽減とその労働者の雇用保障とのバランスを考慮し
た解雇規制ルールが採用されているとして、労働法の立場からは、これを
高く評価する声もある。しかし、このような評価に対しては、「②解雇回
避努力の履践」について、AIRC（現行FWC）が、「合理的な再配置テス
ト」を労働者の雇用保障のために積極的に用いていないとの批判も見られ
るところである31。ただし、こうした運用についても、倒産法の立場から
改めて見返すと、オーストラリア労働法における解雇規制ルールは、再建
型倒産手続の目指す事業の再生・維持更生の実現に沿う形式の運用がなさ
31　Shi,supranote29,p113.
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れていると評価しうる可能性がある。最終的にどのような評価をなしうる
のか見極めるためにも、今後は、任意管理手続における剰員整理解雇の有
効性が「真の剰員による解雇」条項との関係で争われた審判例や裁判例に
ついて分析を行っていく必要があろう。
　さらに、近時、オーストラリアにおいてはCOVID-19への対応も含め、
倒産法分野の重要改正が相次いで行われており32、中でも注目すべきは、
2020年末の法改正により、負債総額100万豪ドル未満の中小企業の事業再
生を円滑に行うことを目的として、DIP型の再建型倒産手続が新設された
ことである。2021年１月１日から既に施行されている「会社事業再編手
続（Restructuringofacompany）」は、従来の任意管理手続と比べても簡
易・柔軟な手続構造となっており、倒産会社は、小規模事業再生人（Small
BusinessRestructuringPractitioner）を選任し、債務再編計画（Debt
RestructuringPlan）を策定してその認定を受け、計画成立後は小規模事
業再生人の監督の下で再建を図っていく流れとなっている33。いずれは、
この手続がオーストラリアにおける再建型倒産手続の中核を担う可能性も
秘めており、これからの実務の動向については注意深く確認していく必要
がある。
　これらの議論を踏まえて、今後も引き続きオーストラリアの企業倒産手
続と労働法の関係性について探究を重ねていくとともに、併せて日本・
オーストラリア・イギリス34の法制度間の比較法的考察も試みた上で、本
稿にて積み残した課題を明らかにしていくことにしたい。
　＊本研究はJSPS科研費（課題番号：20K01385）の助成を受けたものである。
32　北島（村田）典子「COVID-19によるオーストラリア倒産法改正」NBL1171号（2020）44
頁以下参照。
33　CorporationsAmendment（CorporateInsolvencyReforms）Act2020参照。
34　イギリスの新倒産法の制定については前掲注4参照。その中で、新たに導入された「独立
型支払猶与効（StandaloneMoratorium）」手続は、イギリスの会社任意整理手続を、支払
不能又は支払不能のおそれがある債務者会社の事業の継続のために活用する場合に、裁判
所への申立てでモラトリアム（一時停止）の効力を付与するもので、同様に新設された
「事業再編計画（RestructuringPlan）」と併せて、DIP型の再建型倒産手続としての機能
を果たすことが期待される。
